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はじめに
最近のピュ ・ーリサーチ・センター（Pew Research Center, 以下PRCと略記）
の報告書（1）によれば、サブプライム住宅ローン危機を発端にした米国における
「大不況」（2007年12月から2009年6月の不況）を契機にしてメキシコからの（合
法・非合法を合わせた）移民人口が出超過に転じた一方で、中米北部三か国
（Northern Triangle of Central America［NTCA］という呼称で呼ばれ、エル
サルバドル、グアテマラ、ホンデュラスを指す）出身の移民人口は1990年から
の増加傾向をそのまま持続している（表1）。2007年から2015年にかけて米国の
全移民人口は10%増加したなかで、メキシコ系移民は6%減少する一方、NTCA
出身の移民は25%の増加を見せた。PRCの推計では、非合法移民は2015年の全
米移民人口の24%を占めたが、NTCA出身の移民人口（300万人）に限れば、実
にその半数以上の55%が非合法の法的身分であったという。
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表1　中米北部三か国からの移民の増加とメキシコからの移民の減少
メキシコ （単位：千）
「大不況」の期間（2007年12月～2009年6月）
中米北部三か国
エルサルバドル グアテマラ ホンデュラス
〈出所〉Cohn et.al、p.5のグラフより。
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これは一体いかなる理由によるのであろうか。PRCが挙げている理由は以下
の通りである。①殺人発生率の高さ、②国内でのギャング活動その他による暴
力行為、そして③他の移民と同様の理由となる経済的機会と離散家族の再統合、
である（2）。
なかでもエルサルバドルは、2016年のPRCによる同国調査では、殺人発生率
が10万人につき91.2人でホンデュラス（2014年には世界第一位）を抜いて世界
第一位となっていた。第二位のホンデュラスは59.1人、ついで第三位のグアテ
マラは23.7人であった。同調査では、同国在住のエルサルバドル人の90%以上
が犯罪、非合法ドラッグ、ギャングによる暴力が非常に大きな問題であるとし、
国民のおよそ半数（51%）が夜間、自宅から1キロ圏内でも怖くて歩けないと答
えていた。このことによる米国への移民熱の高まりも指摘され、エルサルバド
ル人の67%が米国にすでに友人や親戚がいると回答し、58%ができれば米国に
移住したい（28%がたとえ非合法ででも移住したい）という希望を持っていた。
さらに、64%が米国の方がよりよい暮らしができると回答した。データはやや
古くなるが、2011年のPRCによる全米のラティーノを対象とする調査では、中
米系の13%が移民してきた主な理由として暴力を挙げ、他のラティーノの４%
と大きな違いを示した（3）。
本稿ではまず、以上のようにいまだに継続する中米北部地域からの移民の流
れの大きな原因の一つとされる組織犯罪の中心をなすギャング組織の発生と拡
大および1992年初めの中米紛争の終結以降のエルサルバドルからのヒトの流れ
の歴史について考察する。そのうえで、2016年夏および17年春に筆者らが行っ
たロサンゼルスでのアンケート調査の結果データを用いて、こうした暴力から
逃れて米国に移民してきた人々のプロフィールについて考えてみたい。
1．内戦終了後のエルサルバドル系対米移民とギャング集団
①内戦以後の対米移民の流れ
1980年代のエルサルバドル内戦が他国、なかでも米国への移民の大量の流出
を招いたことは、よく知られている。しかし、この流れが米国におけるエルサ
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ルバドル系の若者によるギャング集団を生む一つの要因となり、それがさらに
内戦終了後今日に至るまでエルサルバドル本国に住む一般市民を苦しめ、戦後
も引き続き、同国からの移民の流れが継続している重大な要因の一つになって
いることはあまり知られていない。
1992年１月、国際連合の仲介により和平協定が実現し、内戦終結に続く1994
年の選挙では右派政党、民族主義共和同盟（ARENA）による新政権が誕生する。
その時すでに大量のエルサルバドル人が米国に移住していて、その後も移民の
流れを継続させる組織的土台としてトランスナショナルな移民のネットワーク
が在外国民と本国人との間に醸成されていた。政治学・国際関係学者のホセ・
ミゲル・クルス（Jose Miguel Cruz）によれば、内戦終了直後はエルサルバド
ル本国の経済状況は改善し、同国国民は国の将来を楽観視していたため、移民
の流れは減速したという（4）。
ところが、数年して、経済は停滞し、社会は再び分裂状態となった。1990年
代には、世界市場でのコーヒー価格の下落、98年のハリケーン・ミッチーをは
じめとする自然災害および犯罪の蔓延・悪化が国民を悩ませることとなる。小
国、エルサルバドルでは、20世紀初頭から国外への移住の流れが形成されてき
ていたため、国外移住が国内問題の解決のための最善の手段であると再び国民
の多くが考えるようになった。その結果、在米エルサルバドル系人口は、1990
年から2000年にかけて約59万４千人から約112万人へと92％の増加を示し、2010
年には約170万人にまで至り（5）、ラティーノの出身国別集団のなかでそれまで第
3位をキープしてきたキューバ系と肩を並べるまでになったのである。
②1990年代後半からの非合法移民取り締まりの強化
ラティーノ文化研究・中米系アメリカ人研究のカルロス・Ｂ・コルドバ（Carlos 
B. Cordova）によれば、内戦中に米国政府は年に約3,000人の非合法滞在のエル
サルバドル人を本国送還していたという（6）。これは、中米における反共戦略を
掲げる米国のレーガン＝ブッシュ（父）政権がエルサルバドル政府に経済支援・
軍事援助を中米紛争中に行っていたことから、自国の面目を保つ意味で必要な
措置であったと考えられる。
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さらに、内戦終了後も、1996年に米国で「非合法移民諸改革および移民責任法」
（the Illegal Immigration Reforms and Immigrant Responsibility Act, 
IIRIRA）が制定されたことにより、エルサルバドル人の国外追放が再開された、
とクルスは言う（7）。同法により、非合法入国を取りしまる国境警備隊を増員す
ること、および雇用にあたり被雇用者の法的身分を雇用者が照合するための試
験的な電話照合事業を導入することが意図されていた。クルスは同法が「本国
送還の手続きを迅速化させ、送還を猶予する条件を厳格化した」点が、エルサ
ルバドル人に対する国外退去措置の再開の要因となったことを指摘する。さら
に、1993年の世界貿易センタービル爆破事件を機に制定された「反テロリズム・
効 果 的 死 刑 法 」（the Anti-terrorism and Effective Death Penalty Act, 
AEDPA）により、「３年を超えて服役したいかなる『外国人』も、その刑期を
終えたのちには米国から退去措置を受けるものとする」（8）という規定が確立さ
れたことで、米国で犯罪を犯し有罪が確定した外国人は保釈の見込みのない状
態で拘留でき、さらに服役終了後の本国送還が従来よりも容易となった（9）。
表2　エルサルバドル人国外追放者と送金額：1993-2008年
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〈出所〉Cruz, p.216, Figure 10.1, より。
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これらに2001年反テロ法などが合わさって、大規模な強制送還政策が実施さ
れた結果、1996年から1998年にかけて本国送還されたエルサルバドル人の数は
倍増し、その後数年間は短期被保護資格（TPS）の適用などで横ばい状態とな
るものの、2004年から再び増加に転じ、「大不況」時の2007年、2008年には年
間２万人規模に達した（10）。表２をみるかぎり、新法AEDPAの当初の目的は実
際、達成されたかどうか、疑問である。特に2006年までは犯罪歴のある被送還
者の数はほとんど増加せず、むしろ2004年頃以降は本国送還されるエルサルバ
ドル人全体の数が急増したにもかかわらず、それに占める犯罪歴のある者の割
合は逆に激減するのである。また、本国送還された者でもいったん本国に到着
するや否や、再び米国に戻り、米国と本国との間を往復する循環移民のパター
ンを取ることになる、とクルスは指摘する。
③中米地域へのギャング集団の拡大とその後
組織犯罪集団マラス（maras）の米国での誕生の経緯は、しばしば以下のよ
うに説明される。まず、ロサンゼルスの18番通りを縄張りとするメキシコ系の
若者が中心となって犯罪集団「マラ18」（M-18あるいは18番通りギャング）が
結成された。そこに1980年代半ばにエルサルバドル内戦を逃れてきた元警察・
元兵士らが核となり、「マラ18」から自立しその対抗組織として「マラ・サル
バトゥルチャ」（mara salvatrucha: MS-13）が13番通りに誕生する（11）。
一方、クルスはMS-13の元メンバーの証言をもとにその起源を以下のように
説明する。最初に、米国で社会的・経済的に周辺の生活に追いやられていた エ
ルサルバドル系移民の若者たちは、アイデンティティ、尊厳、支援が与えられ
る場所として既存のメキシコ系ギャング集団に加入した。しかし、犯罪がらみ
で逮捕され刑務所に服役の際、閉鎖空間という環境も働いて、エルサルバドル
系独自の自衛組織としてMS-13というギャング組織が結成され、その後、他の
中米諸国から増加し続ける移民も加入するようになっていったという。こうし
たラティーノ・ギャング組織は黒人やベトナム系のものほど利益志向型ではな
いが、より暴力的であるといえた（12）。
すでに述べたように、1990年代になってから、特にIIRIRAの可決以後、始まっ
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たエルサルバドルへの送還移民のなかには、米国で刑期を終えた直後のギャン
グや重罪犯が含まれていた可能性が高い。北條は、「中米紛争終結直後の時期
に社会的包摂の受け皿がないまま送り返され放置されたことが、マラスの拡大
要因になったことは疑い入れない」として、「思いがけない事態を招いた」当
時の米国・本国の刑事司法制度の在り方の問題点を示唆する（13）。
おそらく諸説あるかと思われるが、エルサルバドルでは内戦期の1980年代後
半になってから若者の「非行集団」が世間で注目されるようになった。主に郊
外の貧困地域に住む少年から成る縄張り単位の小組織であり、米国のギャング
とのつながりはないものの、この頃すでに「マラス」の名で知られていたよう
である。ある種の犯罪活動に関わってはいたものの、主に一緒にたむろしたり
中毒性のない麻薬を使用したりしていたという（14）。
そこに、前述の米国からの送還移民が帰って来る。かれらは新たに別の組織
を結成するわけではなく、既存の「非行集団」組織と縄張り争いもせず、むし
ろ既存組織に加入し、組織体制の内側から変えていく方式を取った。MS-13と
いった米国のギャング名を採用し、敵と味方を区別するためのボディ・タトゥー
やギャング特有のハンドサイン、そして最も重要なこととして、ギャングとし
ての「適切な」行動の規範、価値観、概念という米国ギャングの文化的慣習を
取り入れさせたのである。これは、米国生活を直接体験したことのない地元の
若者へのアピールのためにも意味があった。その後、若者の帰還移民はエルサ
ルバドル人のギャングをグアテマラやホンデュラスに派遣し、中米北部三国内
でのギャングの往来を活発化し、地域内のギャング組織・活動の拡大を図って
いくのである（15）。
2．暴力から逃げてきた人々のプロフィール
これまで述べてきた中米北部地域内で増殖したギャング集団あるいは北條の
いう「麻薬のみならず、ありとあらゆる違法商品の密輸や人身売買、身代金目
的の誘拐などを生業としている」越境犯罪組織による恐怖・危険から逃れてき
たエルサルバドル系移民は、他の目的や入国方法で渡米してきた移民とはどの
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ような特徴の違いがあるのか。アンケート調査でテータとして得られたプロ
フィールを分析しながら、以下で考察する。
①犯罪組織から逃れてきた移民の数の変遷
アンケート調査の質問項目には、米国に移り住むことになった最大の動機に
ついて問うもの（複数回答可）がある。その回答選択肢の中で、「Marasなどの
犯罪組織から逃れるために」を選んだ回答者を「暴力から逃れて来た移民」と
して、本稿の分析の中心的対象とする。もちろん、他の理由とともにこの選択
肢を選んだ者も多かったが、とりあえず、犯罪組織からの恐怖という問題を深
刻な移民理由の一つと考え、この項目を選んだ者はすべて犯罪組織の被害者と
捉えることとする。
表３は、１月にエルサルバドル内戦の和平の実現が見られた1992年から2017
年までの「犯罪組織からの避難移民」の数の推移を約5年毎に表したものである。
移民全体における避難移民の割合は戦後直後には20%に届かなかったが、1990
年代後半からその割合が30%台になり、2010年代に入るとさらに急激に増え、
2016年、17年には、６割にまで達している。一方、避難移民のなかの女性の割
合は1990年代、2000年代には３分の１を超えることはなかったが、2010年代に
は4割台にまで達している。
以上のように、1990年代よりも21世紀に入ってから「犯罪組織からの避難民」
の問題は深刻化の一途をたどっていると言っても過言ではない。
表3　犯罪組織から逃れてきた移民のデータ数（単位：人）・割合
米国に入国した年
1992
〜95
1996
〜2000
2001
〜05
2006
〜10
2011
〜15
2016
〜17
計
有効回収データ数（Ａ） 16 38 53 43 52 15 217
犯罪組織から逃れてきた
移民数（Ｂ）
3 12 19 15 25 9 83
（Ａ）全体での（Ｂ）の割合（%） 18.8% 31.6% 35.8% 34.9% 48.1% 60.0%
（Ｂ）に占める女性の割合（%） 33.3% 33.3% 21.1% 33.3% 40.0% 44.4%
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②避難移民の入国形態
次に、避難移民がどのような入国形態で米国に逃れて来るのか、表4から考
えてみよう。表4は避難移民のうちで、非合法で入国した者の数、非合法移民
として一人で米墨国境を越境して来た者の数、およびその他の手段で入国して
来た者の数を表している。観光ビザによる入国は、入国の際は合法的な手段と
して問題にはならないが、結果的にビザに定められた滞在許可期限を超えて「無
期限に」滞在することを狙った入国方法である。いわゆる「超過滞在」と呼ば
れる非合法滞在を目指したものである。観光ビザを使って入国した者でも、調
査時に滞在許可証なしの滞在と自ら認めていた場合には、その時点ですでに超
過滞在者の身分になっていたと解釈できる。観光ビザを利用する方法は、よく
マスコミなどで報道されているように、米墨国境の川を泳いだり、あるいは砂
表4　米国入国時の年齢分布、非合法入国者率、および単独で非合法入国した者の人数
（1992〜2017年に入国した者すべて。カッコ外は男性、カッコ内は女性）
入国時の
　年齢層
男女別避難
　移民数
非合法入国
非合法入国
＋単独入国
観光ビザに
よる入国
永住ビザで
の入国　
その他の
合法入国
6〜10歳 2（0） 1（0） 1（0）
11〜15 3（2） 3（2） 2（0）
16〜20 14（2） 12（1） 4（0） 0（1） 1（0） 1（0）
21〜25 8（8） 8（7） 2（2） 0（1）
26〜30 9（3） 8（2） 6（1） 1（0）
31〜35 3（5） 3（3） 2（1） 0（2） 
36〜40 5（4） 3（4） 3（1） 1（0）
41〜45 2（2） 2（2） 2（0）
46〜50 1（1） 1（0） 0（1）
51〜55 3（1） 1（0） 1（0） 1（1）
56〜60 1（0） 1（0）
76〜80 1（0） 1（0）
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漠の中を歩いたりして身の危険を顧みずに越境して来る方法と比べ、最初は合
法的ルートをたどるのではるかに安全で入国達成率はほぼ100％である。現に、
70歳代後半で入国してきた者は、年齢の点から言っても体力的に非合法な越境
は困難を極めるため観光ビザを利用して入国してきたと見なすことが可能であ
る。筆者らのこれまでの聞き取り調査でも10代、20代の若い時分に非合法越境
して来たという人がいたが、「あの頃は若かったからできた」といったような
趣旨のことを述べていた。
しかも、観光ビザを入手するのは本国エルサルバドルをはじめとする中米諸
国では基本的に金銭と信用の問題が付きまとう。「超過滞在」に使われること
を恐れて、エルサルバドルの米国大使館は、観光ビザ申請者に相当な額の財政
証明、持ち家所有、仕事の安定性を条件として要求するが、実際にその全てを
備えているのは、大半のエルサルバドル人にとって不可能に近いという（16）。ま
してや、永住ビザに関してはアメリカ市民あるいは永住権保持者の直系親族が
いなければ、入手は不可能であるといってよい。逆に言えば、ほとんどの避難
移民たちが非合法の手段で米墨間を越境して来なくてはならなかったことは、
観光ビザを入手できるような経済的余裕のある階層の人々ではなかったことが
想像される。前述のように、ギャング犯罪組織のメンバーへの勧誘の対象にな
る人々が主に、貧困層であるということから、犯罪組織とのいざこざに巻き込
まれるのを恐れて逃亡をして来る人々には貧困者が多く含まれることが推測さ
れる。おそらく、本国を出国する際には、命からがら、米国行きを計画する時
間的余裕もほとんどなく、恐怖や危険を前に瞬時に行動を起こさざるを得な
かったのであろう。
なかには幼くして単独で越境して来ざるを得なかった者も見受けられ、大方
が10代後半から20代にかけての若い層が国境越えを試みており、それでも国境
地帯の危険性を考慮してできるだけ複数人で行動したようである。一方、女性
でも単独で越境せざるを得なかったという切羽詰まった状況も表4からうかが
える。
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③調査時点の法的身分
では、次に、このように多くが非合法の手段で入国してきた人々が、アンケー
ト調査時の2016年夏、あるいは2017年春において、法的身分が入国時と比べ、
どのように変わったのか、あるいは変わらなかったのか、を表5で見てみよう。
永住ビザによる入国者のなかには、すでに米国市民権を取得しているか、ある
いはいまだに永住権だけの者もいることがわかる。その他、TPSを取得して短
期滞在就労の許可を得た者や「亡命」申請をして認められた者もいるが、それ
でも多くが「非合法滞在者」のままでいまだに検挙されることを日々恐れなが
ら暮らしているようである。なかには、10年以上、あるいは20年近くもおそら
く米国で仕事をしながら「見つからずに」居続けてきた者もいるのであろう。
④送金その他による本国との結びつき
このようにして命からがら逃げて来たような人々にとって、本国とのつなが
りは入国後、途絶えてしまうのであろうか。表6は、避難移民のなかで、本国
に残してきた家族・親族にいくらかの送金をしている者、本国の団体・集団に
送金している者、および出身地の団体やプロジェクト、本国の国レベルの団体
と何らかのかかわりをいまだに保っている者の数を示したものである。
これによると、やはり「家族主義」（ファミリスモ：familismo）が根強い風
表5　調査時の法的身分（単位：人）
入国年 米国市民
永住権
保持者
非合法
滞在者
TPS保持者
その他の許
可証保持者
男女別合計
（カッコ内が
女性）
1992〜95 2（1）  2（1）
1996〜2000 1（0） 1（1） 2（1） 2（2） 2（0）  9（4）
2001〜05 1（1） 13（2） 0（2） 14（5）
2006〜10 1（0） 8（4） 1（1） 10（5）
2011〜15 1（0） 10（6） 1（0） 3（4） 15（10）
2016〜17 1（0） 4（3） 0（1）  5（4）
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土のラテンアメリカからの移民であるだけに、20年以上も前に入国した移民で
あっても扶養すべき家族への送金は続けている。むしろ、米国滞在期間中に扶
養する必要がなくなった者や、米国に来たばかりで経済的に安定しない者に
限って、家族送金はしていないといった方がいいかもしれない。
また、次項で見るように、本国との結びつきを持っていることと将来的な本
国への永住帰還意志との間には意味ある相関関係はないようであるが、家族送
金をする一方で、経済的に余裕があれば、本国の団体・集団（教会が多い）あ
るいは本国の政治組織・振興団体・慈善団体、地元の市民団体にも所属・送金し、
本国や地元社会とのつながりを保とうとする者もいる。アンケート調査では具
体的な理由は尋ねなかったが、大半が「非合法」という身分ゆえに本国に一時
的にでも訪問できる機会は皆無であるため、その分、本国や地元社会との何ら
かのつながりを求める態度が見られると見なすことも可能であろう。
このように、本国社会での恐怖・危険から米国に逃れてきたとしても、やは
り家族・親族とのつながりは少なくとも保っているといえる。
⑤将来の本国帰還の意志および本国への心理的結びつき
こうした避難移民は将来的に本国に帰還する意志はあるのかないのか、そし
表6　本国への送金および本国とのむすびつき（単位：人）
入国年
本国家族・親
族への送金
本国団体・集
団への送金
本国との結びつき（複数回答可）
避難移民全体
の男女の内訳
1992〜95 2（1） 1（0） 2（1）
1996〜2000 6（4） 1（1） 8（4）
2001〜05 13（2） 1（0）
地元の市民団体に所属　1（1）
本国の地域プロジェクトに送金 1
14（5）
2006〜10 7（4） 2（0）
本国の政党に所属　0（1）
地元の市民団体に所属　1（0）
10（5）
2011〜15 10（9） 2（2）
地元の市民団体に所属　1（0）
本国の地域プロジェクトに送金 2
（1）
本国の慈善団体　3（0）
15（10）
2016〜17 4（1） 1（0）
地元の市民団体に所属　1（1）
本国の慈善団体　1（0）
5（4）
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てそのことと両国に対する心理的結びつきとはどのように関係するのであろう
か。表7は、本国に将来的に帰還する意志がある（○）かない（×）か、と、
自分にとっての「真の棲家」（real homeland）はどちらの国か、との関係を示
したものである。
まず、将来的な帰還の意志がある者は、男性では52人中25人（48.1%）でや
や帰国派が勝るものの、女性では26人中９人（34.6%）で、圧倒的に残留派が
多いということになる。これには、暴力が横行する本国社会が回復する見込み
に対する男女間の考え方の違いが反映されているとも言えなくもないが、それ
と同時にいまだに「男尊女卑的な」社会通念が残っているとされる本国エルサ
ルバドル社会と比較して、女性にとっては男女平等の考え方を基本とするアメ
リカ社会の方がはるかに生きやすいという理由もあるのかもしれない。これは
表7　将来の本国帰還の意志および本国への心理的結びつき（単位：人）
入国年
本国帰還
の意志
「真の棲家」（your real homeland）とは？ 男女別
合計
避難移民
全体米国とエルサルバドル エルサルバドル 米国 その他
1992〜95 ◯ 2（0） 2（0） 2（1）
× 0（1） 0（1）
1996〜2000 ◯ 3（0） 0（1） 3（1） 9（4）
× 2（1） 4（1） 6（2）
2001〜05 ◯ 3（0） 2（2） 1（0） 6（2） 14（5）
× 4（2） 3（0） 7（2）
2006〜10 ◯ 0（2） 3（1） 3（3） 10（5）
× 6（2） 1（0） 7（2）
2011〜15 ◯ 2（0） 5（2） 2（0） 9（2） 15（10）
× 2（4） 3（3） 1（0） 6（7）
2016〜17 ◯ 1（1） 1（0） 2（1） 5（4）
× 0（1） 2（0） 1（2） 3（3）
男女別合計 21（13） 18（9） 12（4） 1（0） 52（26）
※ 「本国に帰還する意志」に関する質問で「分からない」と回答した3名はデータから除外した。
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発展途上諸国からの女性移民の米国でのジェンダー的地位の変化という一般的
な研究テーマとも関わってくると思われるが、他の種類の移民の例と比較しな
がら、今後の課題としていきたい。
もう一つ、重要な点は、本国には将来的に帰還する意志のない者でも「真の
棲家」として本国を挙げているか、あるいは米国とともに本国を挙げているこ
とである。これは、一見、矛盾する考え方のように思われるが、犯罪組織によ
る暴力的状況が本国で改善する見込みがないとは言っても、長らく住み慣れた
生まれ故郷であるエルサルバドルに対するノスタルジックな思いを捨て去るこ
とはそう簡単にはできないということの表れなのであろうか。そもそも、個人
の力ではどうにもならない原因から、自分の意志に反して本国を後にし、米国
に逃れてきたわけであるから、故郷へのなつかしさはなくなったわけではない
といえよう。しかも、「非合法」という法的身分で容易に帰国できない分、な
おさら、故郷へのノスタルジックな思いは募り、それが次第に美化されていく
ということになるのであろうか。それでも、本国帰還をあきらめる者で、しか
も米国での滞在期間が長い者には、「真の棲家」を米国だけとする者が目立つ
こともまた別の現象として指摘できる。
3．現トランプ政権の移民政策による本国帰還者の大量発生の可能性
最後に、昨今のトランプ政権による反移民政策のなかで、エルサルバドルへ
の非合法移民の本国送還が結果的に生じてしまう恐れのある二つの措置につい
て概観してみよう。
①DACAの廃止措置
オバマ前政権の2012年8月に大統領令の形で二年間の時限措置として導入さ
れたダカ（DACA）という移民救済制度が、トランプ政権に入った2017年9月
にまもなく廃止されることが大統領から表明された。DACAの効力は2018年3
月までであるが、トランプ大統領はさらに移民法改正による代替措置を講じる
よう連邦議会に働きかける方針を明らかにした。もし期限までに議会での立法
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化が実現しなければ、対象となる若者が強制退去措置をこうむる可能性が大き
い。（17）トランプは、DACA廃止による問題の解決を連邦議会に丸投げしたと
いうことになる。
DACAとは、Deferred Action for Childhood Arrivals（幼少期に米国に到着
した移民への延期措置）の略であり、16歳になる前に非合法入国し、制度導入
時に31歳未満であり、高校通学中か高校卒業（または高卒認定）、あるいは米
軍や沿岸警備隊から名誉除隊を受けた若者（「ドリーマー」Dreamerと呼ばれる）
が対象となる。当面2年間は強制送還措置を猶予するもので、更新も可能とさ
れてきた。2016年時点で約72万8千人（うちエルサルバドル出身者は約2万6千人、
メキシコ出身は約56万9千人）が資格を得ていた。（18）
DACA導入にあたり、当時のオバマ大統領は「どの点から見ても事実上の米
国人である、才能のある若い人たちを追放することには、何の意味もない」と
発言したが、一方、トランプは大統領選挙運動中の2016年8月に「オバマ氏が
法律と憲法に背いて、不法移民に恩赦を与えた。すぐに停止する」と演説し、
17年9月のDACA廃止の表明はその公約を実現しようとしたものと見られる。（19） 
さらに、年明けの2018年1月25日に、より厳格な移民制度の導入および米墨
国境の壁の建設への予算要求のために、トランプ政権は「ドリーマー」を含む
約180万人の非合法移民に米国市民権を与えるという移民制度改革案を連邦議
会に提示したという。DACAに申請はしていないが、資格のある人も対象に加
えての数字である。（20）この実現可能性については時期を待つしかないが、とり
あえず、DACAの代替措置の立法化が2018年3月に実現しなければ、少なくと
もエルサルバドルに約2万〜 3万人の若者が「右も左もわからない」本国に送還
されることになるのである。また、DACAの存廃自体が米国政治においてます
ます政治問題化されていることの表れともいえる。
②TPSの廃止
続いて、TPS（短期被保護資格）は1990年からエルサルバドルをはじめとす
る数か国からの避難民に対し開始されてきており、18か月（1年半）の期限の
たびに何度か更新されてきた。2001年にはエルサルバドルに壊滅的な被害をも
たらした2度の大地震（死者1,200人以上、強制退去者130万人、20%の家屋が破壊）
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をきっかけに、当時のブッシュ（子）政権がさらなる延長を決定したのである。
当時の政府関係者らは、「エルサルバドル政府としては本国民がたとえ帰還し
ても適切な対応はできないだろう」という理由から、延長に踏み切ったとのこ
とである（21）。
ところが、現トランプ政権は2018年1月7日にこの決定を覆し、約26万2千人
のエルサルバドル人に対し一時的在留資格を差し止めることを表明した。その
多くは米国生まれの子がいて、中米本国に帰るか、他の滞在方法を考えるか、
あるいは潜伏するか、の選択を、効力が切れる2019年9月9日までの19か月の間
に決めなくてはならない（22）。もし中米本国に帰還するとしても、米国しか知ら
ない子どもたちを伴っての帰還となるかどうかが大きな問題であり、もし親の
みの帰還となれば、家族の離散は必然となる。
国家安全保障局（NSA）は、TPS差し止め決定の理由として「エルサルバド
ルはあの天災からすでに十分な復興を遂げており、2001年の地震によるもとも
との状況はもはや存在しない」ことを指摘する。一方で、エルサルバドルの国
内状況は多くの点で2001年の時よりも悪化していて、TPS廃止に伴う大量の帰
還国民を受け入れるだけの用意が全く出来ていない、という批判も挙がってい
る。「地震により被害を受けた建物の大半は修復されているが、家屋を失った
多くの人々の住宅状況はいまだ十分ではない」との専門家の意見もある（23）。
「米国によるギャングの大量送還が主な原因で、街中での激しい戦闘に国中
が巻き込まれている。殺人発生率の急増で人々が投資を思いとどまる傾向にあ
り、すでにもろくなった経済状況を危うくさせ、同国は地球上で最も危険な国
の一つとなっている」と警告するケイト・リンシカムによる『ロサンゼルス・
タイムズ』（2018年1月9日号）の記事には、ギャングによる暴力が頻発するエ
ルサルバドルの首都の一角で銃を手にした兵士たちがパトロールをしている写
真も掲載され、世界で最も危険な所に不慣れな非合法移民を強制送還すること
への批判的メッセージも込められている。それどころか、エルサルバドルは、
2001年の時よりも強制送還者および帰還者を受け入れる準備が十分でなくなっ
ているということなのである（24）。
エルサルバドル政府の取り締まりにより、2015年にピーク（10万人に対して
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104件）に達した殺人発生率は減少したが、それは警官や軍人による違法な殺
害が行われているという根も葉もないうわさによるものである。こうした暴力
状況は北へのヒトの移動を加速させ、2016年財政年度には米墨国境で20万人以
上の中米出身者（その多くがエルサルバドル出身者）が拘留され、2017年には
17,512人のエルサルバドル出身の子どもが国境で逮捕されているという（25）。
トランプ政権は、脱出しようとする民間人が多くいる本国に、非合法滞在者
を大量に帰還させようとしているという矛盾を露呈していることになる。政府
高官によれば、「1990年以来のこれまでの政権がTPSによる一時的滞在許可を延
長していたため、ほとんど永久的な保護を不適切にも許してきたことになる。
それを廃止しようとしているのだ」と。2017年に国家安全保障局は、ニカラグ
アとハイチに対してTPSの廃止を公言した一方で、60万のホンデュラス人に対
しては廃止決定を延期した（26）。
こうした政府の姿勢に対して、TPSの生みの親、マサチューセッツ州選出民
主党下院議員のジム・マックガバーンは、政府は「誤った偏狭な解釈」に基づ
いてTPSを廃止にした、と言った。そして、その廃止措置を「極右の共和党支
持者に対して政治的な点数稼ぎをしようとするあまり、このような無実の家族
たちを処罰しようとする利己的で恥ずかしい措置」と呼んだのである（27）。
むすびにかえて
本稿では、ギャングをはじめとする犯罪者組織の様々な暴力から逃れて来る
避難移民のプロフィールについて、筆者らがロサンゼルスで実施した2016年夏
および2017年春のアンケート調査の結果データを基にしてわかる範囲のことを
分析してみた。まだまだ分析が不十分なために見えてきてない側面が多々ある
かもしれないが、そこは今後のさらなるクロス分析で解明していきたい。
今日、中米北部三か国を悩ませているギャングの起源については、闇社会の
事柄ゆえに、それが本国なのか、米国なのかは専門研究者の間でさらなる解明
が必要であろうが、少なくとも、元の「非行集団」組織を人々の大移動を促す
ほどの規模の犯罪組織にまで仕立て上げたのはまさしく米国の刑事司法制度・
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移民制度そのものといえるのではないだろうか。ありふれた提案ではあるが、
そうした自らの「責任」を痛感したうえで、米国側も避難民続出の問題の解決
に着手してもらいたいものである。
アンケート調査のデータは、ロサンゼルスでの調査ゆえに、米国への入国に
運よく成功した人のみについてのものであり、実際には米国に逃れて来たいに
もかかわらず、それを果たせず、中途で命を落とす者もいたかもしれない。そ
ういった者たちの声は本稿には反映されていない。これは、一つの重大な限界
と言えよう。そして、もう一つの限界は、1回、あるいは2回程度のアンケート
調査では回収回答数が限られ、どうしてもある事柄を証明するのにデータ数が
足りないという問題につき当たることである。これについては、今後、これま
での数年にわたるエルサルバドル系住民のアンケート調査の同様のデータを集
約して分析を試みることで可能な限りの解決を図りたい。
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（参考）関連アンケート回答用紙（一部、質問のみ抜粋）
2017年2〜3月アンケート調査用紙（日本語）　　於ロサンゼルス
（5） a）あなたが米国に初めて移り住んで来たのは、何年のことですか。
 b）米国籍を取得した方だけに対する質問です：
 　  あなたは、何年に合衆国の国籍を取得しましたか？
（7） あなたが米国に初めて移り住んで来た時、誰と一緒に来ましたか。
（8） あなたが米国に初めて移り住んで来た時、ビザは持っていましたか。
（9） あなたが米国に移り住むことにした最大の動機は何ですか。複数回答可。
（10） あなたが持っている国籍についてお尋ねします。 あなたは次のうちどれに当たりますか。
                      
（11） a）あなたは現在、米国での居住又は就労のための権利・公的許可を何かお持ちですか。
 b）「権利・公的許可」とは何か、お示しください。
（24） エルサルバドルに住んでいる家族・親類に対する送金についてお答え下さい。
 a）現在、あなたはエルサルバドルに住んでいるご家族・親類に送金されていますか。
（25） a） あなたは、家族・親類に対する送金とは別に、エルサルバドルの団体や集団に対す
る投資や寄付など、何らかの送金をしていらっしゃいますか。
（26） 現在のあなたは、次のどれに当てはまりますか。複数回答可です。
　1　本国の政党に所属している
　2　本国の政党に党費以外に送金している
　3　本国の選挙活動や集会に参加している
　4　生まれ育った町の市民団体に所属している
　5　本国の地域社会プロジェクトに送金している
　6　本国で活躍する慈善団体に所属している
（27） a）あなたは、どのくらいの頻度で、エルサルバドルに帰ったり、行ったりしますか。
 b）あなたのエルサルバドル訪問の目的は何ですか。　複数回答可。
（45） あなたは、近い将来、或いは、遠い将来に、ここを去り、エルサルバドルに住むつも
りですか。
（46） あなたは、自分の「真の棲家」はどの国だとお考えですか？　　複数回答可
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【アンケートの実施概要】
（1） アンケートの目的
　　在米エルサルバドル系住民の社会経済的状況および政治・社会に関する見方・考え方
を中心に調査し、かれらの社会経済的地位と帰属する米国社会・本国社会についての
見方・考え方との間の関係性を読み解くこと。
（2） 実施主体：筆者、中川正紀および共同研究者、中川智彦（愛知県立大学講師）
（3） 実施対象：16歳以上の在米エルサルバドル系住民
（4） 実施場所：米国カリフォルニア州ロサンゼルス市
（5） 実施時期
① 2016年8月1日（月）〜 8月10日（水）
② 2017年2月27日（月）〜 3月3日（金）
（6） 実施場所
　　以下のいずれの場所においても、管理者の許可を得てアンケート調査を実施した。 
2016年８月６日（土）〜７日（日）にはエルサルバドル系大祝祭（八月祭：Fiesta 
Agostina）の会場のマッカーサーパーク（NPOのEl Rescate主催）にて、そしてそれ以
外の日はエルサルバドル共和国ロサンゼルス総領事館待合室にて、実施した。
【謝　辞】
　　　2016年８月、2017年２・３月のアンケート調査でも、質問項目や選択肢を含むアンケー
トの立案・作成を共同研究者・調査者の中川智彦氏（現愛知県立大学等非常勤講師）
と共同で行い、智彦氏には現地協力者との調整役としても活躍願いました。
　　　調査場所の設定および回答者の勧誘に際して御協力いただいた在LA エルサルバドル
共和国領事館関係者、LA 現地NPO のEl Rescate の関係者、領事館とLA の大祝祭会
場で働いていただいた３人のラテン系調査補助要員の方々、そしてアンケートの回答
に賛同いただいた現地エルサルバドル系住民の方々には心より御礼を申し上げます。
2016年度、2017年度と参加させていただいている「ラテンアメリカにおける国際労働
移動の比較研究」研究会（同志社大学人文科学研究所第14部門研究代表者・松久玲子
教授）でも、各報告者・参加者の方々から研究に関する様々な刺激をいただいており
ます。感謝申し上げます。
